
川崎市道路空間活用基本方針 （概要版）

２ 道路空間活用の現状

１ 川崎市道路空間活用基本方針の策定に向けて

（１）国における道路空間の活用に向けた動向

 近年の少子高齢化の更なる進展や人口減少への転換、生産年齢人口の減少、働き方の多様化など、

都市を巡る環境の変化に対応し、まちの賑わいや交流の創出により、地域の活性化を図ることが

重要となる中、都市の新たな魅力を創出するための手法の一つとして、公共空間の有効活用が注

目されています。

 公共空間の中で道路は、人やモノの輸送を支える交通機能だけでなく、防災や環境保全、景観の

形成、コミュニティの形成など、市街地において重要な役割を果たすとともに、求められるニー

ズも多様化しており、本市においては、「道路空間を活用したイベントに伴う道路占用ガイドラ

イン」に基づき、道路空間を『一時的』に活用して、まちの賑わいや交流を創出する取組を推進

し、市制100周年記念プレ事業である「みんなの川崎祭」などのイベントが実施されています。

 一方、『持続的』な活用については、国において、都市再生特別措置法等の一部改正による「居

心地が良く歩きたくなる」まちなかの創出に向けた各種制度の新設や、道路法等の一部改正によ

る「歩行者利便増進道路(通称：ほこみち)」の創設など、様々な制度づくりが進められています。

 こうした背景や取組状況を踏まえ、次の100年を見据え、道路本来の機能にも配慮しながら、更

なる道路空間の活用により、まちの賑わいや交流を創出し、都市の魅力向上や地域の活性化を推

進するため、「川崎市道路空間活用基本方針」(以下、「本方針」という。)を策定します。

 都市における道路空間活用のニーズの高まりを踏まえ、道路空間のオープン化を推進するため、

平成23年度に都市再生特別措置法の一部を改正する法律等が施行、道路空間を活用して、まちの

賑わい創出等に資するための道路占用許可の特例制度を創設

 また、令和２年度に施行された道路法等の一部を改正する法律により、賑わいのある道路空間を

構築するための道路の指定制度が創設され、「歩行者利便増進道路」として指定した道路では、

歩行者が安心・快適に通行・滞留できる空間の構築を可能とすることなどを規定

〇都市再生特別措置法による特例占用

【概 要】

 都市再生整備計画に位置付けられた区域内において、道路管理者が指定した区域に設けられるま

ちのにぎわい創出や道路利用者等の利便の増進に資する施設について、道路占用許可基準(無余地

性※）を緩和する制度（平成23年10月20日施行）※道路の敷地外に余地が無く、やむを得ない場合のこと

〇歩行者利便増進道路（ほこみち）

【概 要】

 道路管理者が歩行者利便増進道路を指定し、利便増進誘導区域を設けることにより、オープンカ

フェや露店等の設置に係る道路占用許可基準(無余地性)を緩和する制度（令和2年11月25日施行）

国土交通省資料より抜粋

（２）本市における道路空間の一時的活用

〇道路空間を活用したイベントに伴う道路占用ガイドライン
について

【概 要】

 道路空間を活用し、地域の活性化や都市における賑わいの創出を図

るため、道路をイベントの活用の場として利用できるよう、道路占

用を弾力的に認めるガイドラインを策定(平成28年4月1日施行)

【占用の対象となる物件】

 テント、パラソル、ステージ、イス、電飾、フラワーポット、

フェンス、コーン、ベンチ、のぼり旗、看板、案内板等

 本市においては、 「道路空間を活用したイベントに伴う道路占用ガイドライン」に

基づき、道路空間を『一時的』に活用し、まちの賑わいや交流を創出する取組を推進

しています。

〇川崎駅周辺地区の取組

みんなの川崎祭（令和5年11月5日(日)開催 来場者約40,000人）

 市制100周年記念プレ事業として、市役所通りの車道を活用

し、ウォーカブルなまちを体験するイベント「みんなの川

崎祭」を令和５年11月に開催

 ダンスやアートなど、川崎のスポーツ・文化を体感できる

センターステージの設置

 川崎ローカルフードなどによる飲食ブースや休憩スペース

の設置 など

【実施内容】

（１）背景・目的

【関連計画との関係】

（２）本方針の位置付け

歩行者の利便増進のための構造イメージ



４ 道路空間活用の方向性

（１）安全で快適な歩行者中心の空間の創出

（２）地域性を活かした道路空間の活用

（３）官民連携による取組の推進

５ 道路空間活用の着実な推進に向けて
 まちの賑わいや交流を創出し、都市の魅力向上や地域の活性化に向けて、道路空間の持続的

な活用を可能とするため、「川崎市道路占用料徴収条例」や「道路占用許可基準」等の改正

に向けた取組を進めます。

 令和７年度中 川崎市道路占用料徴収条例の改正、道路占用許可基準等の改正

 川崎駅周辺地区では、都市再生特別措置法に基づき、都市再生整備計

画の区域内に滞在快適性等向上区域（まちなかウォーカブル区域）を

指定

 駅周辺の通りや広場等の良好な景観形成を図るとともに、広告料収入

をマナー向上や賑わいの創出に係る経費に充当することで地域の活性

化を図ることを目的に、川崎駅東口駅前広場等を特例道路占用区域に

指定し、広告塔を設置（都市再生特別措置法による特例占用）

広告塔（川崎駅東口）

 登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区では、目指すまちの将来像等を多様なステークホルダーと共有し、

それぞれが連携して地域生活拠点にふさわしい魅力あるまちづくりを推進するため、令和３年

７月に「登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区まちづくりビジョン」を策定

 登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の公共空間利活用促進プロジェクトとして実施されている「登戸・遊

園 こうしん中(ちゅう)」において、道路などの公共空間の持続的活用に向けて、人々が憩い、

交流する場として活用する取組を推進

〇登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区の取組

登戸・遊園こうしん中（道路空間利活用社会実験）

 これまでの道路空間を一時的に活用した取組では、多くの来場者が訪れることにより、賑わいが創

出され、居心地が良く、人と人との出会いや交流・活動の場となる空間が形成されてきました。

 また、取組を通じて、安全で快適性の高い空間や、憩いのスペースなどの滞在空間を日常的に求め

る声が多くありました。

 一方で、道路空間の活用にあたっては、沿道や道路利用者等への影響を考慮し、事前の広報など十

分に配慮した上で、地域の理解や合意形成を得ることが必要です。

 また、こうした取組を持続していくためには、多様な主体と連携した体制づくりが重要です。

 このため、次の100年を見据えながら、『一時的』『持続的』いずれの道路空間活用も推し進め、ま

ちの賑わいや交流を創出し、都市の魅力向上や地域の活性化を推進するため、今後の取組を進める

上での考え方について、基本方針として整理します。

 道路利用者等へ配慮しながら、安全・安心で快適な歩行者中心の道路空間を創出します。

〇周辺と調和した歩行者中心の道路空間の形成

 道路空間の活用にあたっては、憩いのスペースの設置や道路維持管理への協力などにより、居

心地が良い空間づくりを推進します。

〇居心地が良く歩いて楽しめる道路空間の形成

 継続した不法占用の予防と早期発見に向けた取組を推進します。

 食事施設などの占用物件を設置することで、まちの賑わいや交流の場を創出する取組につなげ、

持続的な活用を推進するため、川崎市道路占用料徴収条例及び道路占用許可基準等を改正します。

〇立看板等の不法占用解消への対応や道路占用に係る条例等の改正

 沿道施設、周辺環境など、地域性を活かした『一時的』『持続的』な活用に向けた取組を推進

します。特に拠点駅周辺については、民間活力を活用した取組が期待されるため、持続的な道

路空間の活用により、まちの賑わいや交流を創出し、地域価値の向上を図ります。

〇地域性に応じた取組の推進

 持続的な活用にあたり、将来のビジョンづくりを地域と行政が協働で進めるなど、目指す未来

を広く市民と共有し、まちづくりに関する計画等との整合を図りながら進める必要があります。

〇まちづくりに関する計画や方針等との整合

３ 道路空間活用基本方針

道路空間を活用することにより、まちの賑わいや交流を創出し、都市の魅力向上や

地域の活性化を推進する。

（１）理 念

（２）基本方針

地域性を活かした官民連携による安全・快適な道路空間の活用を推進する。

 地域課題の解決や道路空間活用の新たな価値につなげるため、地域ニーズ等を踏まえ、様々

な分野と連携した取組を推進します。

〇地域課題の解決に資する取組の推進

 活用主体が道路管理者や交通管理者と必要な協議を行うとともに、地元関係者とも調整を行

うことで、地域との合意形成を図る必要があります。

〇地域との合意形成

 多様な主体との連携により課題整理を行うなど、段階的に進めながら持続可能で自立した取

組につなげていくことが重要であり、官民が連携して取り組む必要があります。

〇持続的な活用主体の確保

（３）本市における道路空間の持続的活用

基本方針を実現するためのポイントごとに方向性を整理します。

 今後の目指すべき道路空間の活用に向け、次の100年を見据えながら、これまで進めてきた『一

時的』『持続的』いずれの道路空間の活用も、更に推し進めていくため、理念と基本方針を次に

定めます。

〇川崎駅周辺地区の取組

（４）今後の取組に向けて



道路占用許可基準（改正案全文） 
凡例 黄色マーカー箇所 特例を設ける対象となる基準 
   赤字下線箇所   改正箇所（溶け込み済） 

○道路占用許可基準 

平成３年４月１日告示第100号 

改正 

平成15年７月８日告示第317号 

平成19年12月19日告示第700号 

平成22年３月１日告示第93号 

平成30年12月20日告示第672号 

令和元年11月25日告示第376号 

令和７年**月**日告示第***号 

道路占用許可基準 

（道路法第32条第１項第１号に掲げる工作物） 

第１ 電柱類の占用 

１ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路では、歩道上で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保っ

た場所に設置すること。 

(２) 歩車道の区別のない道路で、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25メートルの間

隔を保った場所に、Ｕ型側溝のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、側溝のないも

のについては市長の指示する場所に設置すること。 

(３) 既設電柱がある場合は、共架柱とすること。 

(４) 同一線路に係る電柱は、道路の同一側とすること。 

２ 占用禁止の場所 

(１) 歩車道の区別のない道路における対側の既設電柱類から８メートル以内の部分 

(２) 土地区画整理事業等により新設された道路（歩車道の区別のある道路で、歩道幅員が2.5

メートル以上のものは除く。） 

３ 占用制限の場所 

(１) 新設の電柱、電話柱については、法第37条第１項の規定に基づき告示された道路上の指

定区域に設けることはできない。 

４ 占用物件の構造 
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(１) 倒壊、落下等により道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構造とするこ

と。 

(２) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

第２ 地上電線等の占用 

１ 占用の場所 

(１) 占用物件の高さは、路面から５メートル以上とすること。ただし、既設電柱類に共架す

る場合その他技術上やむを得ずかつ道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれの少ない場合

においては、4.5メートル以上、歩車道の区別のある道路の歩道上においては2.5メートル以

上とすることができる。 

(２) 道路を横断して架設する場合は、対側との最短距離で架設すること。 

(３) 共架により電柱類に架設する場合は、その電柱類の設置について占用の許可を受けてい

る者の同意を得た場合に限る。 

第３ 変圧塔、配電塔等の占用 

１ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

(２) 前号の規定にかかわらず、市長が認める場合は、歩車道の区別のある道路では、歩道上

で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保った場所に設置することができる。この場合

において、当該占用物件を設置した後の歩道の有効幅員は、２メートル以上とすること。 

２ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 

(４) 消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

３ 占用物件の構造 

(１) 倒壊等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構造とすること。 

(２) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(３) 占用者又は管理者の名称及びその連絡先を表示したものであること。 

(４) 前号に規定するもの以外の広告物を表示又は掲出しないものであること。 

第４ 公衆電話所、郵便差出箱、信書便差出箱、交通整理員詰所等の占用 

１ 占用の場所 
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(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

(２) 法敷等がない歩車道の区別のある道路では、歩道上で、歩車道境界線から0.25メートル

の間隔を保った場所に設置するものとし、当該占用物件を設置した後の歩道の有効幅員は、

２メートル以上とすること。 

(３) 法敷等がなく歩車道の区別のない道路で、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25

メートルの間隔を保った場所に、Ｕ型側溝のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、

側溝のないものについては市長の指示する場所に設置すること。この場合において、当該占

用物件を設置した後の道路の有効幅員は、４メートル以上とすること。 

２ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 

(４) バス停留所標識、消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

(５) 歩車道の区別のない道路における対側の占用物件から８メートル以内の部分 

３ 占用物件の構造 

(１) 倒壊等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構造とすること。 

(２) 占用物件の方径又は直径は、1.2メートル以下とすること。 

第５ 広告塔の占用 

１ 地方公共団体、商店会等の団体が、公共的目的のために設置する場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

３ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から10メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に10メートル以内の部分 

(４) 消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ10メートル以内の部分 

(５) バス停留所標識から30メートル以内の部分 

４ 占用物件の構造 

(１) 倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構

造とすること。 
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(２) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(３) 広告塔の方径又は直径は、1.2メートル以下とし、高さは、路面から５メートル以下とす

ること。 

(４) 占用者の名称を表示する場合は、その表示面積を0.5平方メートル以内とすること。 

第６ 警察官派出所、消防器具格納施設、公衆便所等の占用 

１ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

２ 占用物件の構造 

(１) 占用物件の大きさは、必要最小限の規模とし、倒壊等により、道路の構造又は交通に支

障を及ぼすことがないような構造とすること。 

第７ 石碑、モニュメント等の占用 

１ 国、地方公共団体、町内会、商店会等の団体が、公共的目的のために設置する場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

３ 占用物件の構造 

(１) 倒壊等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構造とすること。 

(２) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限のものとすること。 

(３) 電力配線がある場合は、地下式とすること。 

(４) 占用者又は管理者の名称及びその連絡先を表示したものであること。 

(５) 前号に規定するもの及び占用目的以外の広告物を表示しないものであること。ただし、

占用物件が寄贈されたもので、寄贈者名等を表示する場合はこの限りではない。 

(６) 寄贈者名等を表示する場合は、その表示面積を0.5平方メートル以内とし、反射材料式で

ないこと。 

第８ 街灯及び防犯灯の占用 

１ 地方公共団体、町内会、商店会等の団体が設置する場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路では、歩道上で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保っ

た場所に設置すること。 

(２) 歩車道の区別のない道路で、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25メートルの間

隔を保った場所に、Ｕ型側溝のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、側溝のないも
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のについては市長の指示する場所に設置すること。 

(３) 同一路線に設置する場合は、同一側の灯柱と灯柱との間隔を15メートル以上、対側の灯

柱との間隔を８メートル以上とすること。 

(４) 既設電柱類がある場合は、共架とすること。 

３ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から３メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に３メートル以内の部分 

(４) バス停留所、消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ３メートル以内の部分 

４ 占用物件の構造 

(１) 倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構

造とすること。 

(２) 灯柱の側方に灯器を突き出す場合は、出幅を1.5メートル以下とし当該灯器の最下部は、

路面から4.5メートル以上とすること。ただし、歩車道の区別のある歩道上においては、当該

灯器の最下部は、路面から3.5メートル以上とすることができる。 

(３) 灯柱の方径又は直径は、0.2メートル以下とすること。 

(４) 灯柱は最大瞬間風速60メートル毎秒に耐えられるものとすること。ただし、路面からの

高さが６メートル以下の場合は、最大瞬間風速50メートル毎秒に耐えられるものとすること

ができる。 

(５) 配電線は、地下式とすること。ただし、ほかに供給する方法がないなど、やむを得ず上

空に架設する場合は、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。 

ア 電線の本数は、必要最少限度とすること。 

イ 電線の高さは、路面から５メートル以上とすること。 

ウ 電線を支持するための吊り線は、他の法令や電線の保安上やむを得ない場合を除き、設

置しないこと。 

(６) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(７) 占用者又は管理者の名称及びその連絡先を表示したものであること。 

第９ 公衆用ごみ容器、公衆用すいがら入れ等の占用 

１ 地方公共団体、町内会、商店会等の団体が設置する場合に限る。 

２ 占用の場所 
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(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

(２) 前号の規定にかかわらず、市長が認める場合は、歩車道の区別のある道路では、歩道上

で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保った場所に設置することができる。この場合

において、当該占用物件を設置した後の歩道の有効幅員は、２メートル以上とすること。 

３ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 

(４) 消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

(５) 公衆用すいがら入れにあっては、市が指定する路上喫煙防止重点区域。ただし、市が設

置するものはこの限りでない。 

４ 占用物件の構造 

(１) 路面に固定し、倒壊等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構

造とすること。 

(２) 占用物件の方径又は直径は、0.5メートル以下とし、高さは、路面から0.8メートル以下

とすること。ただし、公衆用すいがら入れで、市が設置するものはこの限りでない。 

(３) 材質は、不燃性のものとすること。 

(４) 占用者又は管理者の名称及びその連絡先を表示したものであること。 

(５) ごみ等の収集について、その責任者の名称及びその連絡先を表示したものであること。 

(６) 前２号に規定するもの以外の広告物を表示又は掲出しないものであること。ただし、公

衆用すいがら入れで、市が設置するものについてはこの限りでない。 

第10 ベンチ等の占用 

１ 地方公共団体、町内会、商店会等の団体又は一般乗合旅客自動車運送事業者が設置する場合

に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

(２) 法敷等がない歩車道の区別のある道路では、バス停留所の前の歩道上に設置するものと

し、当該占用物件を設置した後の歩道の有効幅員は、２メートル以上とすること。 

(３) 前２号に規定するもののほか、車両の通行が禁止又は制限される道路については、市長

が認める場合は、当該道路に設置することができる。 
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３ 占用物件の構造 

(１) 堅固で、風雨等に対し耐久力を有するものであること。 

(２) 材質は、腐朽、退色しないものであること。 

(３) 占用物件の長さは、３メートル以下とし、幅は、0.7メートル以下とすること。 

(４) 占用者又は管理者の名称及びその連絡先を表示したものであること。 

(５) 前号に規定するもの以外の広告物を表示又は掲出しないものであること。ただし、寄贈

された占用物件に表示する寄贈者名等及び一般乗合旅客自動車運送事業者が、自ら設置する

バス停留所のベンチに整備促進と維持管理に要する費用への充当を目的として表示する広告

物についてはこの限りではないが、次の各号に掲げる要件を満たすものであること。 

ア 広告物および寄贈者名等（以下、「広告物等」という。）の幅及び高さは、ベンチの幅

及び高さを超えないものとし、その表示面積は0.5平方メートル以内とすること。 

イ 広告物等の表示は、１物件につき１個とすること。 

ウ 広告物等は、反射材料式でないこと。 

エ 広告物等の表示内容は、公序良俗に反するものでないこと。 

第11 上屋の占用 

１ 路線バス事業者、タクシー事業者、その他の団体が公共的目的のために設置する場合に限る。

ただし、壁面付及び広告が添加されている上屋については、路線バス事業者が設置する場合に

限る。 

２ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

(２) 前号の規定にかかわらず、市長が認める場合は、歩車道の区別のある道路では、歩道上

で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保った場所に設置することができる。この場合

において、当該占用物件を設置した後の歩道の有効幅員は、原則として２メートル以上（自

転車歩行者道にあっては、３メートル以上）確保すること。ただし、歩行者の交通量が多い

場所にあっては、3.5メートル以上（自転車歩行者道にあっては、４メートル以上）確保する

こと。なお、既に許可を受けている場合は、この限りでない。 

(３) 上屋が壁面を有する場合、交差点の付近、沿道からの出入りがある場所等、運転者の視

界を妨げることのない場所であること。 

(４) 近傍に視覚障害者誘導用ブロック（当該上屋へ誘導するために設置されたものを除く。）

が設置されている場合には、視覚障害者の上屋への衝突等を防止する観点から、当該ブロッ
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クとの間に原則として0.75メートル以上の間隔を確保すること。 

３ 占用物件の構造 

(１) 倒壊、落下等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構造とする

こと。 

(２) 上屋の幅は、原則として２メートル以下とすること。ただし、５メートル以上の幅員を

有する歩道及び駅前広場等の島式乗降場については、この限りでない。 

(３) 上屋の高さは、路面から2.5メートル以上とすること。 

(４) 上屋は、雨水の処理を考慮した構造とすること。 

(５) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(６) 上屋の構造及び色彩は周囲の環境と調和するものであり、信号機、道路標識等の効用を

妨げないものとすること。 

(７) 上屋が壁面を有する場合には、道路管理上支障のないものに限ることとし、かつ、次の

各号に掲げるところによること。 

ア 壁面の幅及び高さは、上屋の幅及び高さを超えないものとすること。 

イ 壁面の面数は、３面以内とすること。 

ウ 壁面の材質は、透明なものとすること。 

エ 上屋が設置される道路の状況を勘案し、必要に応じて上屋内に照明設備を設けること。 

(８) 上屋には、装飾のための電気設備を設置しないこと。 

(９) 上屋には、別に定める場合を除き、広告物等の添加又は塗装をしないこと。ただし、バ

スの運行上必要と認められるものについては、この限りでない。 

（道路法第32条第１項第２号に掲げる物件） 

第12 管路の占用 

１ 管路を占用する場合は、地下式とする。ただし、行き止まり道路で交通量の少ない場所につ

いては、市長が認める場合は、架空式とすることができる。 

２ 占用の場所 

(１) 地下に設ける公共事業管路は、別に告示する地下埋設物配置基準によること。 

(２) 前号に規定するもの以外の管路は、別に告示する地下埋設物配置基準による管路の位置

を除いた位置又は将来にわたり公共事業管路の占用がないと市長が認める位置に設置するこ

と。 

(３) 地上に設ける管路は、管路の下端を路面から５メートル以上とすること。 
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３ 占用物件の構造 

(１) 地下に設ける管路は、堅固で耐久力を有するとともに、道路及び他の占用物件に支障を

及ぼさないものであること。 

(２) 地上に設ける管路は、倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼ

すことがないような構造とすること。 

（道路法第32条第１項第４号に掲げる施設） 

第13 日よけの占用 

１ 

(１) 歩車道の区別のある道路では、出幅は、路端から１メートル（歩道幅員が１メートル以

下の場合には、当該歩道幅員）以下とし、高さは、歩道上では路面から日よけの下端まで2.5

メートル以上とし、車道上では、路面から日よけの下端まで4.5メートル以上とすること。 

(２) 歩車道の区別のない道路では、出幅は、路端から１メートル以下とし、高さは、路面か

ら日よけの下端まで4.5メートル以上とすること。ただし、出幅が0.5メートル以下の場合は、

高さを路面から日よけの下端まで2.5メートル以上とすることができる。 

２ 占用物件の構造 

(１) 落下等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構造とすること。 

(２) 材質は、難燃性の天幕類を使用すること。 

(３) 日よけの前面及び両側面に垂幕等を設置しないものであること。 

(４) 道路区域内に支柱を設けないものであること。 

第14 アーケードの占用 

「アーケードの取扱について（昭和30年２月１日付け国消発第72号、建設省発住第５号、警察

庁発備第２号）」による。 

（道路法第32条第１項第５号に掲げる施設） 

第15 地下街の占用 

「地下街の取扱いについて（昭和48年７月31日付け建設省都計発第71号、消防安第１号、警察

庁乙交発第５号、鉄総第304号）」及び「地下街に関する基本方針について（昭和49年６月28日付

け建設省都計発第60号、道政発第53号、住指発第554号）」による。 

第16 道路の上空に設ける通路の占用 

「道路の上空に設ける通路の取扱いについて」（平成30年７月11日付け国道利第７号）、「道

路の上空に設ける通路に係る消防法第７条の同意の運用について（通知）」（平成30年７月11日
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付け消防予第423号）、「道路の上空に設ける通路に係る道路使用許可の取扱いについて（通達）」

（平成30年７月11日付け警察庁丁規発第84号）及び「道路の上空に設ける通路に係る建築基準法

第44条第１項第４号の規定に基づく許可の運用について（技術的助言）」（平成30年７月11日付

け国住指第1201号、国住街第80号）」による。 

第17 削除 

第18 出入口通路の占用 

１ 占用の場所 

(１) 法敷に設けること。 

２ 占用物件の構造 

(１) 通路の幅は、４メートル以下とすること。ただし、他の法令等によりこれによりがたい

場合は、この限りでない。 

(２) 通路は、路面に対して段差のないような構造とすること。 

(３) 通路は、道路に対して直角に設けること。ただし、道路の構造、地形等によりこれによ

りがたい場合は、この限りでない。 

(４) 橋げたは、法面の天端に直接荷重をかけない構造とし、橋台は、道路区域外に設けるこ

と。 

(５) 広告物を表示又は掲出ないものであること。 

(６) 駐車場、商品置場等として使用しないものであること。 

（道路法第32条第１項第６号に掲げる施設） 

第19 露店の占用 

１ 祭礼、縁日、歳の市等の社会慣習上やむを得ない場合で、一時的に設けるものに限る。 

２ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路では、歩道上で、歩車道境界線から1.5メートル以内で、歩道幅

員の２分の１を超えない区域に設置すること。 

(２) 歩車道の区別のない道路では、路端から1.5メートル以内で、道路幅員の３分の１を超え

ない区域に設置すること。 

３ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 
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(４) バス停留所標識、消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

４ 占用物件の構造 

(１) 露店の間口は、２メートル以下とし、奥行は、１メートル以下とすること。 

(２) 露店を隣接して設置する場合は、10メートルごとに１メートル以上の間隔をあけること。 

第20 宝くじ売場の占用 

１ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路の歩道上で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保った場

所に設置するものとし、当該占用物件を設置した後の歩道の有効幅員は、２メートル以上と

すること。 

２ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 

(４) バス停留所標識、消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

３ 占用物件の構造 

(１) 路面に固定し、倒壊等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構

造とすること。 

(２) 売場の大きさは、２平方メートル以内とすること。 

(３) 売場は、雨水の処理を考慮した構造とすること。 

(４) 占用者又は管理者の名称及びその連絡先を表示したものであること。 

（道路法施行令第７条第１号に掲げる物件） 

第21 突出看板（袖看板）の占用 

１ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路では、出幅は、路端から１メートル（歩道幅員が１メートル以

下の場合には、当該歩道幅員）以下とし、高さは、歩道上では路面から袖看板の下端まで2.5

メートル以上とし、車道上では、路面から袖看板の下端まで4.5メートル以上とすること。 

(２) 歩車道の区別のない道路では、出幅は、路端から１メートル以下とし、高さは、路面か

ら袖看板の下端まで4.5メートル以上とすること。 

２ 占用物件の構造 

(１) 倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構
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造とすること。 

(２) 袖看板の厚さは、0.5メートル以下のものであること。 

第21―２ 突出看板（壁面看板）の占用 

１ 占用の場所 

(１) 出幅は、路端から0.3メートル以下とし、高さは、路面から壁面看板の下端まで2.5メー

トル以上とすること。 

２ 占用物件の構造 

(１) 落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構造とす

ること。 

(２) 壁面看板は、道路区域外の建築物の壁面に取り付け、道路の方向と平行して広告物を表

示したものであること。 

第22 電柱等の巻付け看板の占用 

１ 占用の場所 

(１) 巻付け看板の下端は、路面から１メートル以上、上端は、路面から３メートル以下とす

ること。 

(２) 巻付け看板は、１柱につき１個とすること。 

２ 占用物件の構造 

(１) 巻付け看板の大きさは、縦1.5メートル以下、横0.8メートル以下とすること。 

(２) 巻付け看板の表示面積は、１平方メートル以内とすること。 

(３) 巻付け看板は、前号に規定する面積の範囲内において、１個を２面として掲出すること

ができる。 

第22―２ 消火栓標識、電柱等に添加する看板の占用 

１ 占用の場所 

(１) 添加する看板の下端は、路面から4.5メートル以上とすること。ただし、歩車道の区別の

ある道路の歩道上においては、3.5メートル以上とすることができる。 

(２) 柱から出幅は、0.8メートル以下とすること。 

(３) 添加する看板は、１柱につき１個とすること。 

２ 占用物件の構造 

(１) 落下等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構造とすること。 

(２) 添加する看板の大きさは、縦1.5メートル以下、横0.8メートル以下とすること。 
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(３) 添加する看板の表示面積は、１平方メートル以内とすること。 

第22―３ バス停留所上屋への添加広告の占用 

１ 占用物件の場所及び構造 

(１) 上屋の壁面（添加広告板が壁面の効用を兼ねる場合は、壁面に相当する位置）のうち、

車道から上屋に正対して正面の車道側及び左側の壁面等以外とすること。ただし、駅前広場

等の島式乗降場に設置される上屋に添加広告板を設置する場合は、この限りでない。 

(２) 添加広告板を設置した後の歩道等の有効幅員を確保（原則2.0メートル以上）できない場

合は、開口部と添加広告板との間の壁面を透明にし、視認性を妨げるものがないなど、安全

策が十分に講じられているときには、車道から上屋に正対して正面の車道側の壁面について、

添加広告板の設置を認めることができる。 

(３) 添加広告板により生ずる死角からの車道への飛び出し事故や自転車等とバス乗降客との

出会い頭の接触事故を防止するための安全策が十分に講じられていること。 

特に、添加広告板の最下部と路面との間に十分な間隔を確保しておくこと。ただし、防護

柵の設置その他の手段により安全策が十分に講じられている場合は、この限りでない。 

(４) 添加広告板を用いて掲示される広告物は、明らかに運転者に対する訴求の対象となるも

のではないこと。ただし、駅前広場等の島式乗降場に設置される上屋に添加広告板を設置す

る場合は、この限りでない。 

(５) 添加広告板の幅及び高さは、上屋の幅及び高さの範囲内とすること。 

(６) 添加広告板の材質及び形状は、相当強度の風雨、地震等に耐える堅固なもので、倒壊、

落下、はく離、老朽、汚損等により美観を損い、又は公衆に危険を与えるおそれのないもの

とすること。 

(７) 上屋と添加広告板とは一体的な構造とすること。ただし、既設の上屋に添加広告板を設

置する場合において、一体的な構造とすることが技術的に困難であるときは、倒壊、落下、

はく離等のおそれがなく、かつ、添加広告板に実質的に上屋の壁面としての機能が認められ

る構造である場合には、この限りでない。 

(８) 添加広告板の構造又は機能は、歩行者等が注視することで著しく路上に滞留し又は車両

の運転者が注視することでその運転や速度に影響を及ぼすことにより、交通の支障を生じさ

せるおそれのないものとすること。なお、周囲の環境との調和を著しく損なうおそれがない

場合には、照明式とすることができる。 

(９) 添加広告板の構造は、広告物の更新作業に際して、交通に支障を及ぼすおそれのないも
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のとすること。 

(10) 添加広告板を用いて掲示する広告物の表示面積は、１面につき２平方メートル以内とす

ること。なお、添加広告板の枠部分等への広告事業者等の名称、企業ロゴ等の表示について

は、破損時における通報先等当該添加広告板等の管理上やむを得ないもの並びに広告料収入

が上屋又はロケーションシステム等の整備又は維持管理に要する費用に充当されている旨表

示するものを除き、当該文字等の部分を表示面積に含めるものとする。 

(11) 広告物の掲示面は、表裏２面に表示する場合を含めて、全体で２面以内（広告物は、バ

スの運行上必要と認められるものも含まれる。）とすること。ただし、３面以上の掲示面を

設けても、車両または歩行者の通行の状況等により、当該広告物が、運転者に対する直接の

訴求の対象とならないことが明らかであると認められる場合には、この限りでない。 

(12) 広告物の色彩等は、信号機又は道路標識に類似し、又はこれらの効用を妨げるようなも

のであってはならない。 

(13) 広告物は、反射材料式であってはならない。 

(14) 広告物の表示内容は、公序良俗に反するものではないこと。 

第23 掲示板等の占用 

１ 地方公共団体、町内会等の団体が、広報等の公共的目的のために設置する場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

(２) 法敷等がない歩車道の区別のある道路では、歩道上で、路端に設置するものとし、当該

占用物件を設置した後の歩道の有効幅員は、２メートル以上とすること。 

(３) 法敷等がなく歩車道の区別のない道路で、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25

メートルの間隔を保った場所に、Ｕ型側溝のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、

側溝のないものについては市長の指示する場所に設置すること。 

３ 占用物件の構造 

(１) 倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構

造とすること。 

(２) 占用物件の高さ及び長さは、２メートル以下とし、厚さは、0.2メートル以下とすること。 

(３) 支柱の方径又は直径は、0.15メートル以下とすること。 

(４) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(５) 占用者又は管理者の名称及びその連絡先を表示したものであること。 
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(６) 占用物件が寄贈されたもので、寄贈者名等を表示する場合は、次の各号に掲げる要件を

満たすものであること。 

ア 寄贈者名等の表示板（以下、「表示板」という。）は、掲示板等とは別に離隔をとって

掲示板等の下に取り付けること。 

イ 表示板の幅は、掲示板等の幅を超えないものとし、高さは掲示板等の高さの４分の１以

下で、表示面積は0.5平方メートル以内とすること。 

ウ 表示板は、反射材料式でないこと。 

第24 バス停留所標識の占用 

１ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路では、歩道上で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保っ

た場所に設置すること。 

(２) 歩車道の区別のない道路で、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25メートルの間

隔を保った場所に、Ｕ型側溝のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、側溝のないも

のについては市長の指示する場所に設置すること。 

２ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 

(４) 消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

３ 占用物件の構造 

(１) 路面に固定し、倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすこと

がないような構造とすること。 

(２) バス停留所標識の高さは、路面から標識の上端まで、2.5メートル以下とすること。 

(３) 柱の方径又は直径は、0.1メートル以下とすること。 

(４) 占用者又は管理者の名称及びその連絡先を表示したものであること。 

第24―２ 照明式バス停留所標識（広告付き）の占用 

「照明式バス停留所標識（広告付き）の道路占用について（昭和49年２月１日付け建設省道政

発第５号）」によるほか、次に定めるところによる。 

１ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 
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(２) 前号の規定にかかわらず、市長が認める場合は、歩車道の区別のある道路では、歩道上

で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保った場所に設置することができる。この場合

において、当該占用物件を設置した後の歩道の有効幅員は、２メートル以上とすること。 

２ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 

(４) 消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

３ 占用物件の構造 

(１) 路面に固定し、倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすこと

がないような構造とすること。 

(２) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向平行して設けること。 

第25 消火栓標識の占用 

１ 消防長が設置する場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

(２) 法敷等がない歩車道の区別のある道路では、歩道上で、路端に設置すること。 

(３) 法敷等がなく歩車道の区別のない道路で、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25

メートルの間隔を保った場所に、Ｕ型側溝のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、

側溝のないものについては市長の指示する場所に設置すること。 

(４) 消火栓標識は、道路の方向と平行して設置すること。 

(５) 消火栓又は消防水利施設１箇所につき１本とすること。 

３ 占用物件の構造 

(１) 路面に固定し、倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすこと

がないような構造とすること。 

(２) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(３) 消火栓標識の高さは、路面から標識板の下端まで1.8メートル以上とすること。 

(４) 標識板の大きさは、直径0.6メートル以下とすること。 

第25―２ 消火栓標識（広告付き）の占用 

１ 消防長が設置する場合に限る。 
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２ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

(２) 法敷等がない歩車道の区別のある道路では、歩道上で、歩車道境界線から0.25メートル

の間隔を保った場所に設置すること。 

(３) 法敷等がなく歩車道の区別のない道路で、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25

メートルの間隔を保った場所に、Ｕ型側溝のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、

側溝のないものについては市長の指示する場所に設置すること。 

(４) 消火栓又は消防水利施設１箇所につき１本とすること。 

３ 占用物件の構造 

(１) 路面に固定し、倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすこと

がないような構造とすること。 

(２) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(３) 標識板の下端（当該標識板の下に広告物を添加する場合は、当該広告物の下端）は、路

面から4.5メートル以上とすること。ただし、歩車道の区別のある道路の歩道上においては、

3.5メートル以上とすることができる。 

(４) 標識板の大きさは、直径0.6メートル以下とすること。 

第26 案内標識の占用 

１ 国又は地方公共団体が設置する場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に設置すること。 

(２) 法敷等がない歩車道の区別のある道路では、歩道上で、歩車道境界線から0.25メートル

の間隔を保った場所に設置するものとし、当該占用物件を設置した後の歩道の有効幅員は、

２メートル以上とすること。 

(３) 法敷等がなく歩車道の区別のない道路で、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25

メートルの間隔を保った場所に、Ｕ型側溝のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、

側溝のないものについては市長の指示する場所に設置すること。この場合において、当該占

用物件を設置した後の道路の有効幅員は、６メートル以上とすること。 

３ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 
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(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 

(４) 消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

(５) 歩車道の区別のない道路における対側の占用物件から８メートル以内の部分 

４ 占用物件の構造 

(１) 路面に固定し、倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすこと

がないような構造とすること。 

(２) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(３) 標識板の下端は、路面から4.5メートル以上とすること。ただし、歩車道の区別のある道

路の歩道上においては、2.5メートル以上とすることができる。 

(４) 標識板の大きさは、一辺の長さを１メートル以下とすること。 

(５) 占用物件が寄贈されたもので、寄贈者名等を表示する場合は、次の各号に掲げる要件を

満たすものであること。 

ア 寄贈者名等の表示坂（以下、「表示板」という。）は、標識板とは別に、離隔をとって

標識板より下に取り付けること。 

イ 表示板の幅は、標識板の幅を超えないものとし、高さは標識板の高さの４分の１以下、

表示面積は0.5平方メートル以内とすること。 

ウ 寄贈者名等の文字の大きさは、標識の文字より小さいものとすること。 

エ 表示板は、反射材料式でないこと。 

オ 表示板及び寄贈者名等の色彩は、標識の効用をさまたげないものとすること。 

第27 横断幕の占用 

１ 官公署が一時的に設ける場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 横断幕の下端は、路面から4.5メートル以上とすること。この場合において、当該横断幕

の両端は、既設の建築物又は工作物に取り付けるものであること。 

(２) 歩道橋に取り付ける場合は、その主げた部分又は高欄部分に設けること。 

３ 占用物件の構造 

(１) 横断幕の幅は、１メートル以下とし、長さは、９メートル以下とすること。 

(２) 風雨等により落下しないよう堅固に取り付けるものであること。 

第28 アーチ式装飾灯及びアーチ式街灯の占用 

１ 商店街等の団体が設置する場合に限る。 
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２ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路の場合 

ア 車道を横断して設置する場合は、両側の灯柱は、道路区域外に設置し、こ道部の長さは

９メートル以上とすること。ただし、やむを得ず灯柱を道路区域内に設置する場合は、歩

道上で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保った場所に設置するものとし、灯柱を

設置した後の歩道の有効幅員は、２メートル以上とすること。この場合において、灯柱と

灯柱との間隔は、９メートル以下とすること。 

イ 歩道内に設置する場合は、市長が認める場合に限るものとし、灯柱の一方は、歩道上で、

歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保った場所に設置し、他の一方は、道路区域外（や

むを得ず道路区域内に設置する場合は、路端）に設置すること。 

(２) 歩車道の区別のない道路では、道路幅員９メートル以下の場合に限るものとし、両側の

灯柱は、道路区域外に設置すること。ただし、やむを得ず灯柱を道路区域内に設置する場合

は、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25メートルの間隔を保った場所に、Ｕ型側溝

のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、側溝のないものについては市長の指示する

場所に設置すること。この場合において、当該灯柱を設置した後の道路の有効幅員は、６メ

ートル以上とすること。 

(３) 商店街の出入口に設置すること。ただし、やむを得ず当該商店街の出入口のほかに設置

する場合は、設置間隔を100メートル以上とすること。 

３ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 

(４) 消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

４ 占用物件の構造 

(１) 倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構

造とすること。 

(２) こ道部の下端は、路面から５メートル以上とすること。ただし、歩車道の区別のある道

路の歩道上においては、3.5メートル以上とすることができる。 

(３) 灯柱の方径又は直径は、0.3メートル以上とすること。 

(４) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 
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(５) 占用者の名称以外の広告物を表示又は提出しないものであること。 

第29 こ道広告の占用 

１ 地方公共団体、町内会、商店会等の団体が、祭礼、催物等のため一時的に設ける場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路で、歩道内に設置する場合は、歩道幅員は、３メートル以上の

場合に限るものとし、灯柱の一方は、歩道上で、歩車道境界線から0.25メートルの間隔を保

った場所に設置し、他の一方は、道路区域外（やむを得ず道路区域内に設置す場合は、路端）

に設置すること。 

(２) 歩車道の区別のある道路（道路幅員が９メートル以下の場合に限る。）で当該道路を横

断して設置する場合は、両側の支柱を道路区域外に設置すること。 

(３) 歩車道の区別のない道路では、道路幅員９メートル以下の場合に限るものとし、両側の

支柱は、道路区域外に設置すること。ただし、やむを得ず支柱を道路区域内に設置する場合

は、Ｌ型側溝のあるものについては路端から0.25メートルの間隔を保った場所に、Ｕ型側溝

のあるものについてはＵ型側溝に接した場所に、側溝のないものについては市長の指示する

場所に設置すること。 

(４) こ道広告の設置間隔は、50メートル以上とすること。 

３ 占用禁止の場所 

(１) 交差点、横断歩道、踏切及び橋 

(２) 交差点の側端又は道路の曲がり角から５メートル以内の部分 

(３) 横断歩道又は踏切の前後の側端からそれぞれ前後に５メートル以内の部分 

(４) 消火栓、交通信号機及び道路標識からそれぞれ５メートル以内の部分 

４ 占用物件の構造 

(１) 路面に固定し、倒壊、落下、はく離等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすこと

がないような構造とすること。 

(２) こ道部の下端は、路面から５メートル以上とすること。ただし、歩車道の区別のある道

路の歩道上においては、3.5メートル以上とすることができる。 

(３) 灯柱の方径又は直径は、0.3メートル以下とすること。 

(４) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(５) 占用者の名称以外の広告物を表示又は掲出しないものであること。 

（道路法施行令第７条第４号に掲げる工事用施設） 
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第30 こ道構台の占用 

１ 建築工事落下防止施設、工事用詰所及び工事用受電施設のために設置する場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路の歩道上に設置するものとし、当該占用物件を設置した後の歩

道の有効幅員は、２メートル以上とすること。この場合において、支柱の一方は、歩車道境

界線から0.25メートルの間隔を保った場所に設置し、他の一方は、路端又は道路区域外に設

置すること。 

(２) 構台の下端は、路面から３メートル以上とし、方づえを設ける場合は、当該方づえの下

端を路面から2.5メートル以上とすること。 

３ 占用物件の構造 

(１) 構台の大きさは、必要最小限の規模とし、倒壊、落下等により、道路の構造又は交通に

支障を及ぼすことがないような構造とすること。 

(２) 支柱の方径又は直径は、0.3メートル以下とすること。 

(３) 構台の下部に照明施設を設けるものであること。 

(４) 構台は、雨水の処理を考慮した構造とすること。 

(５) 基礎構造は、堅固かつ必要最小限の大きさとし、道路の方向と平行して設けること。 

(６) 官公署の指示に基づく表示板以外の広告物を表示又は掲出しないものであること。 

第31 工事用仮囲い及び足場の占用 

１ 占用の場所 

(１) 歩車道の区別のある道路では、歩道上で、出幅は、路端から１メートル以下とし、歩道

幅員の３分の１を超えない区域に設置すること。 

(２) 歩車道の区別のない道路では、出幅は、路端から１メートル以下とし、道路幅員の10分

の１を超えない区域に設置すること。 

(３) 前２号の規定にかかわらず、落下防止施設については、必要な出幅とすることができる。 

２ 占用物件の構造 

(１) 設置するに当たり、路面に損傷を及ぼさない構造であること。 

(２) 倒壊、落下等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼすことがないような構造とする

こと。 

(３) 落下防止施設を設ける場合は、その下端は、路面から4.5メートル以上とすること。ただ

し、歩車道の区別のある道路の歩道上においては、2.5メートル以上とすることがきる。 
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(４) 足場の前面には、シート、金網等を張り巡らすこと。 

(５) 官公署の指示に基づく表示板以外の広告物を表示又は掲出しないものであること。 

（道路法施行令第７条第５号に掲げる工事用材料） 

第32 工事用材料の占用 

１ 道路工事等のため、一時的に占用する場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 法敷等で交通に支障を及ぼすおそれの少ない場所に限る。 

３ 工事用材料の外周に、川崎市道路占用規則（平成３年川崎市規則第33号）に規定する占用工

事施行基準による保安施設を設けるものであること。 

４ 道路占用許可表示板以外の広告物を表示又は掲出しないものであること。 

（道路法施行令第７条第６条に掲げる建築物） 

第33 特定仮設店舗等の占用 

「道路法施行令の一部を改正する政令の施行について（昭和32年７月９日付け建設省道政発第

190号）」による。 

（道路法施行令第７条第９号に掲げる施設） 

第34 高架道路の路面下の占用 

「高架の道路の路面下及び道路予定区域の有効活用の推進について（平成21年１月26日付け国

土交通省国道利第17号）」及び「高架の道路の路面下及び道路予定区域の道路占用の取扱いにつ

いて（平成21年１月26日付け国土交通省国道利第19号）」による。 

（道路法施行令第７条第12号に掲げる車輪止め装置その他の器具） 

第35 自転車、原動機付自転車又は二輪自動車を駐車させるため必要な車輪止め装置その他の器具

の占用 

１ 地方公共団体、公益法人、鉄道事業者、商店会その他の団体が公共的目的のために設置する

場合に限る。 

２ 占用の場所 

(１) 車道以外の道路の部分（分離帯、ロータリーその他これらに類する道路の部分を除く。

以下同じ。）に設けること。ただし、原動機付自転車又は二輪自動車（以下「原動機付自転

車等」という。）の駐車器具を設ける場合は、車道以外の道路の部分内の車道に近接する部

分とすること。 

(２) 当該占用物件を設置した後の有効幅員は、歩道で２メートル以上、自転車歩行者道で３
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メートル以上（歩行者の交通量が多い道路にあっては歩道で3.5メートル以上、自転車歩行者

道で４メートル以上）とすること。ただし、横断歩道橋の下の歩道上や植樹帯間に設ける場

合など、当該駐車器具を自転車及び原動機付自転車等（以下「自転車等」という。）の駐車

の用に供したときに、歩行者等が通行することができる部分の一方の側の幅員が従前を下回

らない場合で、道路の構造又は交通に著しい支障を及ぼすおそれのない場合においては、こ

の限りでない。 

(３) 横断歩道橋の下の歩道上に設ける場合など、道路の構造又は交通に著しい支障を及ぼす

おそれのない場合を除き、道路の交差し、接続し、又は屈曲する部分の地上に設けないこと。 

(４) 近傍に視覚障害者誘導用ブロックが設置されている場合には、当該ブロックとの間に原

則として0.75メートル以上の間隔を確保できる場所であること。 

３ 占用物件の構造 

(１) 自転車等駐車器具は固定式とし、十分な安全性及び耐久性を具備したものとすること。 

(２) 構造及び色彩は周囲の環境と調和するものであり、信号機、道路標識等の効用を妨げな

いものとすること。 

(３) 車輪止め装置は、安全や視距を確保する観点から、平面式とすること。 

(４) 歩行空間と自転車等の駐車空間を明確に区分すること。この場合においては、自転車等

が駐車されることとなる道路の部分の外周のうち、歩行者等の進行方向と交差する部分があ

る場合には、柵等を設けること。なお、当該部分以外の外周においても交通安全上、必要に

応じて柵等を設けること。 

(５) 必要に応じ、反射材を取り付け又は照明器具を設けるなどにより歩行者等の衝突等を防

止するための措置を講じること。 

(６) 自転車等の駐車等に際し、歩行者や自転車等と接触することがないよう、必要な余裕幅

を確保するなどの安全上の配慮を十分行うこと。 

(７) 駐車可能な範囲及び駐車の方法を示すため、道路標識、区画線及び道路標示に関する命

令に定められた道路標識、区画線及び道路標示を設ける必要があることから、管轄する警察

署長と十分な協議を行うこと。 

(８) 原動機付自転車等駐車器具を設ける場合においては、原則として原動機付自転車等は車

道側から進入するものとすること。 

（道路法施行令第16条の２各号に掲げる歩行者利便増進施設等） 

第36 第２、第５、第７、第８、第10、第11、第13、第19、第21から第23まで、第26から第29まで
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及び第35の基準にかかわらず、「歩行者利便増進道路における利便増進誘導区域の指定等につい

て（令和２年11月25日付け国土交通省国道利第24号）」による。 

（都市再生特別措置法施行令第17条各号に掲げる施設等） 

第37 第２、第５、第７、第21から第23まで、第26から第29まで及び第35の基準にかかわらず、「都

市再生特別措置法の一部を改正する法律の施行に伴う道路占用許可の取扱いについて（平成23年

10月20日付け国土交通省国道利第22号）」による。 

第38 第１から第37までの基準によりがたいと認められる場合は、そのつど市長が定める。 


